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研究成果の概要（和文）：本研究の目的は，超高齢社会に突入した我が国において，家計の消費の中ではどのよ
うな品目に対する支出が必需品あるいは贅沢品であるかなどを，家計調査のデータを用いて，客観的に測定する
ことである．そのために，ノーベル経済学賞を受賞したA. Deatonらが開発したAI需要システムというモデルを
動学的に拡張した方法に基づいて計測を行い，その結果が示唆する意味を考察した．さらに，品目ごとの支出間
の因果関係の構造を可視化することによって，様々な品目に対する支出がどのような優先順位に基づいて決定さ
れるのかを明らかにした． 

研究成果の概要（英文）：  This research was aimed at providing a quantitative estimate of 
elasticities of items in household consumption and categorizing items into necessities and luxury 
goods in Japan’s aging society, using Family Income and Expenditure Survey. We used a dynamically 
extended version of Almost Ideal Demand System, developed by A. Deaton, Nobel Prize winner in 
Economics, and others, and induced implications from the estimation results. Furthermore, 
visualizing the structure of the causal relationship between items for household consumption enabled
 us to clarify how households determine expenditure to accord with the priority of items.

研究分野：経済統計
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研究成果の学術的意義や社会的意義
　超高齢社会において，年金など限られた所得を前提とすると，どのような品目に対しての支出を優先するの
か，所得水準や価格と様々な品目への支出額の関係が強いかどうかを考えることは意義のあることであろう．本
研究の成果に基づいて，どの品目への支出の優先度が高いのか，所得水準や価格との関係が強い品目が明らかに
なったことにより，消費という観点から生活水準を高めるために必要な政策を考える上で，客観的な資料として
利用することができるだろう．特に，文化的支出が，他の支出とある程度独立に決定されること，価格の影響を
受けやすいことなどから，文化に対する助成を政府が積極的に行うことが重要であるなどの示唆が得られた．



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９、ＣＫ－１９（共通） 
１．研究開始当初の背景 
(1) 失われた 10年（または 20年）と言われるように，我が国の経済は長期的に停滞している
と捉えられることが多い．とりわけ 2000 年代に入ってからは，景気拡大期において企業業績
が好調であっても，家計の可処分所得・消費支出は伸びず，実感なき景気拡大などと指摘され
ている．しかし消費支出の内訳をみると，教育費や医療費，通信費など増加する費目（品目）
も存在し，費目による違いが大きい．こうした背景には，少子化・高齢化による人口構造の大
きな変化をはじめとする様々な要因が存在し，家計の消費構造に影響していると考えられる．
したがって，こうした変化を考慮に入れて，費目ごとの家計消費の特徴やそれらの関係及び動
向について，より正確に把握することは，政策策定等における意義が大きいといえる． 
 
(2) 家計の消費行動を実証的に分析するには，需要理論に基づくモデルに依拠することが望ま
しい．これまでに様々なモデルが提唱されてきた中で，理論的妥当性が高いことから現在も広
く用いられるモデルに，AI需要システム (Almost Ideal Demand System) がある．AI需要シ
ステムは，需要理論から明示的に導き出された需要方程式体系であり，同次性や対称性といっ
た性質をパラメータ制約として統計的に検定できるなど望ましい特徴をもっており，このシス
テムを用いて，(1)で述べたような費目ごとの家計消費の特徴を表す弾力性の計測を含めて膨大
な実証研究が行われてきた．このように広く活用されている AI 需要システムであるが，いく
つかの観点から拡張が試みられ，より一般的な状況での適用が行われている．しかしながら，
我が国の家計消費については，拡張された AI 需要システムによる実証分析はそれほど多く行
われてこなかった． 
 
２．研究の目的 
 本研究の主要な目的は，高齢化社会において，どのような費目が家計消費において重要であ
るのかなどに関して実証的に分析することにある．そのために，新たな研究成果を反映したモ
デルを推定し，費目別に弾力性をより正確に計測することに加えて，必ずしもモデルに依拠し
ない方法によって，費目ごとの関係，すなわち消費の構造を明らかにすることも試みる．より
具体的な目的は以下の通りである． 
 
(1) AI需要システムをより一般的に拡張することを試みる．拡張の一つの方向として，AI需要
システムを動学化し，誤差修正項を導入する方法を明らかにし，短期及び長期の支出弾力性・
価格弾力性（交差弾力性を含む）を計測する方法を考察する．さらに別の方向での拡張可能性，
たとえば，より頑健な推定方法，構造変化を組み込んだモデルの推定，世帯属性の導入などに
ついて，その可能性を検討する． 
 
(2) 総務省「家計調査」の費目別の支出データならびにそれに対応する総務省「消費者物価指
数」のデータを用いて 拡張された AI需要システムの推定を行い，支出弾力性，価格弾力性の
大きさについての考察を行う．とりわけ高齢化社会において注目される文化的支出に注目して，
その費目をより詳細に分類したデータを用いた推定を行い，そうした支出の特性を検証する． 
 
(3) AI需要システムの問題として，用いるモデル（変数）によって，結果が大きく変動する可
能性が考えられる．そこでモデルに基づいて弾力性を推定することなく各費目の特徴を把握す
る方法として，費目間の因果構造をベイジアンネットワークによって推計し，費目間の関係や
費目の特徴を表すことができるように試みる． 
 
３．研究の方法 
AI 需要システムをいくつかの観点から拡張するために，まず既存の文献サーベイを行い，成
果を研究代表者・分担者・協力者らで議論することによって，AI需要システムの動学化などに
ついて理論的・実証的な側面から検討するとともに，それらの計算プログラムを開発した．ま
た，家計調査の十大費目やその詳細分類の支出額の集計結果と消費者物価指数の公表データに
よって，実証分析のためのデータベースを構築したが，特に，家計調査と消費者物価指数の品
目等の対応性については，実務的な観点も含めて慎重に検討した．そして，動学化によって拡
張した AI需要システムを推定することによって，高齢化社会における家計消費についてモデル
を推定し，信頼度の高い弾力性を計測することによって，政策的なインプリケーションを導出
した．また，同様のデータに対してベイジアンネットワークを適用し，費目間の構造を明らか
にすることに加えて，家計調査の支出データや社会生活基本調査の生活行動などを用いて，高
齢化社会において特に注目すべき項目について分析したり，注目すべき世帯・個人・社会属性
などについて，世帯の行動への影響を検討したりした． 
こうした方法によって得られた成果は，主に実証的な側面から，それぞれ学会報告や学術誌
への投稿を行った．研究代表者，研究分担者，研究協力者で，データベースの整理，用いる費
目の選択，プログラムの開発と計算，結果の解釈，論文の作成などを適宜分担し，メールでの
連絡などを通じて，修正点・改善点などを議論し合いながら，より完成度の高い研究成果を目
指した． 
 



４．研究成果 
上でも述べたように，本研究の目的は，家計消費の実証分析で頻繁に利用される AI 需要シス
テムを拡張し，我が国の家計調査を中心としたデータを用いて，家計消費を実証的に分析し，
高齢化社会における消費動向をより正確に計測することである．本研究の成果は，以下のよう
にまとめることができる． 
 
(1) AI 需要システムを拡張する方向に関して検討するとともに，広く家計消費や家計行動の実
証分析のために必要となる先行研究をフォローすべく文献研究を行った．AI 需要システムは，
Deaton and Muellbauer (1980)によって提案されたモデルであるが，A. Deaton の諸著作を再
検討するとともに，AI 需要システムにおいて単位根検定，共和分検定，誤差修正モデルの導入
という流れを取り入れた研究として Chang and McAleer(2012)などを精査した．さらに，罰則
回帰の理論に基づいた構造変化の抽出に関する SINGLE 法 (Smooth Incremental Graphical 
Lasso Estimation) などを適用した文献を検討し，理論的な展開をフォローした．また，こう
した文献の検討過程の中で，家計消費の費目間の構造を実証的に分析するのに，ベイジアンネ
ットワークを直接適用することが有用であろうとの着想に至り，関連する文献に基づいて研究
を進めた． 
 
(2) 罰則回帰を用いて構造変化を探索する方法を家計消費に応用した実証的な研究を行い，橋
本・荒木(2015)において，家計調査のデータを用いて費目別支出の構造変化時点を SINGLE 法に
より検出した．  
 
(3) 世帯の生活行動に関して，文化的な活動への参加を念頭におき，その理論的なモデルを勝
浦・有馬 (2016)，勝浦 (2016b)，後藤・勝浦(2019)などで整理した．さらに世帯主の年齢を分
析の枠組みに取り込むために，勝浦 (2015) などで年齢階級別データの分析方法について考察
するとともに，Kasuura and Shintani (2016)，新谷・勝浦(2016) では，年齢効果・時代効果・
コーホート効果を分離するための Yand and Land (2016) によるモデルを文化需要に適用し，
モデルの推定を行った．さらに，超高齢社会においての家計や生活行動に影響を与える新たな
変数・要因として，勝浦 (2016a, 2017)では，健康状態や天候に関して検証を行い，生活行動
への影響を分析した．また地域性について考察するために，勝浦 (2018)において，消費・生活
行動の基礎となる日常的な地域間の人口移動に関して分析を行った．さらに勝浦 (2019) では，
定年退職後の高齢者の余暇活動として注目される旅行のうち国内旅行に焦点を当て，年齢や就
業状態の影響を分析するとともに，コーホート効果などについても考察を行った．  
 
(1)～(3)のように先行研究を精査し，実証的な分析も行った結果，AI需要システムの拡張に
関しては，罰則回帰などの観点から拡張することや世帯属性を導入するよりも，動学化して誤
差修正項を導入するという拡張に基づいたモデルによって実証分析を行うことが，より効率的
に家計消費の特徴を把握できると判断し，これを中心に研究を進めることとした．ただしこう
した方向性が，罰則回帰や世帯属性の導入といった観点で AI需要システムを拡張することが有
用ではないということを意味しない． 
 
(4) AI 需要システムを動学化したモデルを用いた実証分析として，家計調査のデータを整理し
た上で，高齢化社会において重要な位置を占める文化的支出に焦点を絞って，モデルを作成・
推定し，支出及び価格弾力性を算出した上で，それらの大きさについて詳察し，Katsuura (2017) 
でその成果を報告した．推定された短期及び長期の弾力性の結果は表１・表２に示されている．
なお，この結果についてまとめた論文は，国際学術誌に投稿し，現在改訂中である． 
 

 
(5) AI 需要システムを構成する方程式は経済理論から導出されるが，その因果関係あるいは支
出の決定方式が，実際のデータと整合的であるのかを判断することは容易ではない．そこで，

表１．動学的AI需要システムによる文化的支出の短期弾力性 表２．動学的AI需要システムによる文化的支出の長期弾力性

a . マーシャル価格弾力性と支出弾力性（短期） a . マーシャル価格弾力性と支出弾力性（長期）
AFMP AFCE AFAP OAFGC 支出弾力性 AFMP AFCE AFAP OAFGC 支出弾力性

AFMP -1.4116 -0.3374 -0.2791 1.2612 0.7670 AFMP 0.1279 0.9136 -0.4628 -1.2157 0.6371
AFCE -0.9734 -2.6045 0.5682 2.1898 0.7677 AFCE 2.6545 -1.4218 -0.1768 -1.6686 0.5421
AFAP -0.7313 0.4490 -0.8594 -0.1223 1.2639 AFAP -1.1677 -0.1331 0.3689 -0.3130 1.2447

OAFGC 0.3521 0.2277 0.0005 -1.6447 1.0644 OAFGC -0.5016 -0.2322 -0.0355 -0.3661 1.1354

b . ヒックス価格弾力性（短期） b . ヒックス価格弾力性（長期）
AFMP AFCE AFAP OAFGC AFMP AFCE AFAP OAFGC

AFMP -1.2531 -0.2825 -0.2087 1.7447 AFMP 0.2596 0.9592 -0.4043 -0.8141
AFCE -0.8147 -2.5495 0.6910 2.6737 AFCE 2.7665 -1.3830 -0.0563 -1.3269
AFAP -0.4701 0.5395 -0.7434 -0.9018 AFAP -0.9104 -0.0439 0.4831 -0.9313

OAFGC 0.5721 0.3040 -0.3257 -0.9738 OAFGC -0.2669 -0.1509 -0.5284 0.3495

（注） AFMP：映画・演劇等入場料，AFCE：文化施設入場料，AFAP：遊園地入場，OAFGC：他の入場・観覧料等



ネットワーク分析の方法を用いて家計消費の支出項目間の関係を分析し，その成果を荒木・橋
本 (2017) で公表した．同論文では，支出項目のクラスターや支出決定の核となる費目などに
関する有益な知見を導出することができた．特にその推定においては，罰則項を利用したグラ
フィカル・ラスー (Graphical Lasso) の手法を応用し，支出額に多くのゼロが含まれるデータ
に対しても分析可能な手法を開発することによって，支出項目間の関係が分析可能となった． 
 
(6) 支出項目間の関係の分析をさらに発展させた Katsuura, Hashimoto and Araki (2018) で
は，家計調査の品目別支出のデータにベイジアンネットワークの手法を応用し，近年の消費動
向に関して品目ごとの因果関係を可視化することを試みた．特に，高齢化社会において重要な
役割を果たす教養・娯楽費に含まれる文化関連の支出を詳細に分類し，それらと食料，光熱・
水道，保健医療などの必需品的な費目や他の費目との関連性を実証的に明らかにした．勤労者
世帯とそれ以外の世帯を含んだ二人以上の世帯の推計結果（図１参照）の違いを比較しながら，
その違いがどのような属性の違いによってもたらされるのかについての考察も行った．  
 

 
(7) 高齢化社会における消費動向を分析し，今後の超高齢社会における消費行動を展望するに
は高齢化だけではなく，少子化の影響も考慮する必要がある．そこで橋本 (2018) では，子育
て世代に焦点を当て，その消費の実態について実証的に分析した．また，橋本 (2017) では，
世帯構造や人口構成などの変化と関連させながら，本研究に用いる家計調査や生計費調査にお
ける基本的な問題点を整理して論じた． 
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